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(57)【要約】
【課題】高い導電性を有する銅多孔体、この銅多孔体を
用いて得られる蓄電デバイス用電極および蓄電デバイス
を提供する。
【解決手段】銅多孔体は、銅または銅合金を含む複数の
繊維部が、三次元的に相互に連結した三次元網目状の骨
格を有する銅多孔体であって、単位体積当たりの質量は
、５０～　　５５００ｍｇ／ｃｍ3であり、前記銅多孔
体の厚み方向の断面における前記厚み方向の単位長さ当
たりの前記繊維部の本数Ｆtと、前記銅多孔体の表面に
おける面方向の単位長さ当たりの前記繊維部の本数Ｆp

との比Ｆt／Ｆpは、１．６以上である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　銅または銅合金を含む複数の繊維部が、三次元的に相互に連結した三次元網目状の骨格
を有する銅多孔体であって、
　単位体積当たりの質量は、５０～５５００ｍｇ／ｃｍ3であり、
　前記銅多孔体の厚み方向の断面における前記厚み方向の単位長さ当たりの前記繊維部の
本数Ｆtと、前記銅多孔体の表面における面方向の単位長さ当たりの前記繊維部の本数Ｆp

との比Ｆt／Ｆpは、１．６以上である銅多孔体。
【請求項２】
　前記銅多孔体の前記骨格は中空である請求項１に記載の銅多孔体。
【請求項３】
　前記比Ｆt／Ｆpは、１．６～１００である請求項１または請求項２に記載の銅多孔体。
【請求項４】
　前記繊維部の本数Ｆtは、２～５００本／ｍｍである請求項１～請求項３のいずれか１
項に記載の銅多孔体。
【請求項５】
　０．０４～０．６ｍｍの厚みを有する請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の銅多
孔体。
【請求項６】
　電極集電体としての請求項１に記載の銅多孔体に、第１電極活物質を含む電極合剤を充
填し、前記銅多孔体の厚み方向に圧縮することにより形成される蓄電デバイス用電極。
【請求項７】
　第１電極、前記第１電極と反対の極性を有する第２電極、前記第１電極と前記第２電極
との間に介在するセパレータ、および電解質を含み、
　少なくとも前記第１電極は、請求項６に記載の電極であり、
　前記第２電極は、第２電極活物質を含む蓄電デバイス。
【請求項８】
　前記蓄電デバイスは、リチウムイオンキャパシタであり、
　前記電解質は、リチウムイオンとアニオンとを含み、
　前記第１電極活物質は、前記リチウムイオンを可逆的に担持する材料を含み、
　前記第２電極活物質は、少なくとも前記アニオンを可逆的に担持する材料を含む請求項
７に記載の蓄電デバイス。
【請求項９】
　前記蓄電デバイスは、電気二重層キャパシタであり、
　前記電解質は、カチオンとアニオンとを含み、
　前記第１電極活物質は、前記カチオンを可逆的に担持する材料を含み、
　前記第２電極活物質は、少なくとも前記アニオンを可逆的に担持する材料を含む請求項
７に記載の蓄電デバイス。
【請求項１０】
　前記蓄電デバイスは、非水電解質二次電池であり、
　前記電解質は、アルカリ金属イオンとアニオンとを含み、
　前記第１電極活物質は、前記アルカリ金属イオンを可逆的に担持する材料を含み、
　前記第２電極活物質は、前記アルカリ金属イオンを可逆的に担持する材料を含む請求項
７に記載の蓄電デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、銅多孔体、この銅多孔体を用いて得られる蓄電デバイス用電極および蓄電デ
バイスに関する。
【背景技術】
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【０００２】
　金属多孔体は、フィルタ、触媒担体、蓄電デバイス用の集電体など、様々な分野で使用
されている。金属多孔体には、例えば、パンチングメタルシート、または金属メッシュな
どの二次元的な構造を有するものの他、三次元網目構造を有するものなどが含まれる。
【０００３】
　特許文献１には、三次元網目構造を有するアルミニウム多孔質材が提案されている。特
許文献２には、発泡体の形状を有し、かつアルミニウムおよびチタンを含む金属多孔体を
、リチウムイオン二次電池の正極集電体として利用することが提案されている。これらの
特許文献では、アルミニウムを含む金属多孔体に、正極活物質を充填し、乾燥し、圧縮成
形することにより、リチウムイオン二次電池用の正極を作製している。
　特許文献３には、不織布構造を有するアルミニウム製または銅製の金属繊維シートを電
気二重層キャパシタの集電体として使用することが提案されている。特許文献３では、金
属繊維シートの両方の表面に活物質を含む電極合剤を塗布することにより、合剤層を形成
している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－２３２１７１号公報
【特許文献２】特開２０１０－２３６０８２号公報
【特許文献３】特開２００９－２１２１４４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　三次元網目構造を有する金属多孔体では、三次元網目構造が嵩高く、気孔率が高いため
、例えば、電極または触媒担体などの用途では、網目構造の内部に、電極合剤または触媒
組成物などを多量に充填することができる。その一方、金属多孔体は、高い気孔率を有す
るため、金属多孔体中に含まれる金属の質量比率が小さい。従って、三次元網目構造を有
する金属多孔体では、導電性が低下し易くなり、高い導電性が求められる用途では問題と
なることがある。
【０００６】
　従来の方法では、特許文献３のように、合剤層を集電体の主面に形成するか、特許文献
１および特許文献２のように、電極合剤スラリーを、集電体の三次元網目構造内に充填す
ることにより蓄電デバイス用の電極が作製される。集電体の主面に合剤層を形成すると、
集電体から活物質粒子までの距離が遠くなるため、電極における導電性が低下し易い。ま
た、集電体の三次元網目構造内に電極合剤スラリーを充填する場合、充填後、乾燥してス
ラリー中の分散媒を除去し、次いで集電体の厚み方向に圧縮することで電極が形成される
。しかし、集電体の網目構造内には、既に電極合剤が充填されているため、集電体の圧縮
率を大きくすることは難しく、導電性を大きく向上することは困難である。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の目的は、高い導電性を有する銅多孔体、この銅多孔体を用いて得られる蓄電デ
バイス用電極および蓄電デバイスを提供することである。
【０００８】
　本発明の一局面は、銅または銅合金を含む複数の繊維部が、三次元的に相互に連結した
三次元網目状の骨格を有する銅多孔体であって、単位体積当たりの質量は、５０～５５０
０ｍｇ／ｃｍ3であり、前記銅多孔体の厚み方向の断面における前記厚み方向の単位長さ
当たりの前記繊維部の本数Ｆtと、前記銅多孔体の表面における面方向の単位長さ当たり
の前記繊維部の本数Ｆpとの比Ｆt／Ｆpは、１．６以上である銅多孔体に関する。
【０００９】
　本発明の他の一局面は、電極集電体としての前記銅多孔体に、第１電極活物質を含む電
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極合剤を充填し、前記銅多孔体の厚み方向に圧縮することにより形成される蓄電デバイス
用電極に関する。
【００１０】
　本発明のさらに他の一局面は、第１電極、前記第１電極と反対の極性を有する第２電極
、前記第１電極と前記第２電極との間に介在するセパレータ、および電解質を含み、少な
くとも前記第１電極は、上記蓄電デバイス用電極であり、前記第２電極は、第２電極活物
質を含む蓄電デバイスに関する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の一実施形態に係る銅多孔体は、三次元網目構造を有するにも拘わらず、抵抗が
低く、つまり、高い導電性を有する。このような銅多孔体を、蓄電デバイスの電極集電体
として用いると、電極および蓄電デバイスの高出力化が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の一実施形態に係る銅多孔体の厚み方向における断面の光学顕微鏡写真で
ある。
【図２】図１の銅多孔体の断面模式図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る蓄電デバイスを概略的に示す縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
［発明の実施形態の説明］
　最初に、本発明の実施形態の内容を列記して説明する。
　本発明の一実施形態は、（１）銅または銅合金を含む複数の繊維部が、三次元的に相互
に連結した三次元網目状の骨格を有する銅多孔体であって、単位体積当たりの質量は、５
０～５５００ｍｇ／ｃｍ3であり、前記銅多孔体の厚み方向の断面における前記厚み方向
の単位長さ当たりの前記繊維部の本数Ｆtと、前記銅多孔体の表面における面方向の単位
長さ当たりの前記繊維部の本数Ｆpとの比Ｆt／Ｆpは、１．６以上である銅多孔体に関す
る。
【００１４】
　従来の三次元網目構造を有する金属多孔体では、気孔率を高めることで、軽量化できた
り、および／または電極合剤または触媒組成物などを多量に充填することができたりする
など、様々な効果が得られる。その一方、金属多孔体の気孔率が高くなると、金属多孔体
に含まれる金属の質量比率が小さくなるため、導電性が低下し易くなる。そのため、用途
によっては、導電性の低下が問題となる場合がある。
【００１５】
　例えば、金属多孔体を、蓄電デバイスの電極集電体として用いる場合、従来の方法では
、電極は、金属多孔体に電極合剤を充填した後、金属多孔体の厚み方向に圧縮することに
より得られる。ところが、電極合剤を金属多孔体に充填した後に、金属多孔体を圧縮して
も、圧縮率を高めることは困難である。圧縮率が低いと、金属多孔体の三次元網目構造の
骨格を構成する骨となる部分、つまり、繊維部（または棒状部）の密度が高められず、互
いに近接し難いため、導電性を高めにくい。
【００１６】
　従来の方法で、金属多孔体の圧縮率を高めるには、電極合剤の充填量を少なくする必要
がある。しかし、少ない量の電極合剤を、充填スペースが大きい金属多孔体に均一に充填
することは難しい。
【００１７】
　本発明の実施形態では、三次元網目構造の骨格を有する銅多孔体において、単位体積当
たりの質量（または見かけ密度）を５０～５５００ｍｇ／ｃｍ3、比Ｆt／Ｆpを１．６以
上とする。このような構成により、銅多孔体の骨格を形成する繊維部同士を近接させるこ
とができるため、導電性を高めることができる。
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【００１８】
　また、銅多孔体は、所定の厚みを有する多孔質シートの形状を有している。このような
銅多孔体に、電極合剤または触媒組成物などを充填する場合、銅多孔体の表面（具体的に
は、一方または両方の主面）から内部に充填される。銅多孔体の厚み方向の断面に比べて
、表面（および銅多孔体の面方向）では、繊維部間の距離が大きいため、電極合剤または
触媒組成物などを充填し易い。よって、銅多孔体の見かけ密度が高いにも拘わらず、電極
合剤または触媒組成物などを充填する場合にはより均一に充填することができる。
【００１９】
　なお、三次元網目状の骨格とは、銅または銅合金で形成された繊維部（または棒状部）
を有し、繊維部が三次元的に相互に連結して網目状のネットワークを形成した骨格または
その構造を指す。
【００２０】
　繊維部の本数Ｆtは、銅多孔体の厚み方向の断面において、所定の長さ（例えば、０．
１ｍｍ）を有する線分を厚み方向と平行に引いたとき、この線分と交わる繊維部の本数を
単位長さ（例えば、１ｍｍ）当たりに換算したものを意味する。繊維部の本数Ｆpは、銅
多孔体の表面において、所定長さ（例えば、０．１ｍｍ）を有する線分を、銅多孔体の面
方向と平行に引いたとき、この線分と交わる繊維部の本数を単位長さ（例えば、１ｍｍ）
当たりに換算したものを意味する。比Ｆt／Ｆpが１よりも大きい場合、銅多孔体の繊維部
が、面方向に比べて、厚み方向において密に分布していることになる。繊維部の本数は、
例えば、銅多孔体の厚み方向の断面または表面の光学顕微鏡写真などを用いて計測するこ
とができる。繊維部の本数は、任意の複数の箇所（例えば、１０箇所）について求めた値
の平均値であってもよい。なお、銅多孔体の表面とは、所定の厚みを有する多孔質シート
の形状を有する銅多孔体において、多孔質シートの一方の主面を指す。
【００２１】
　（２）好ましい態様では、前記銅多孔体の前記骨格は中空である。このような銅多孔体
は、軽量であるとともに、見かけ密度を比較的容易に高めることができるため有利である
。銅多孔体の中空の骨格は、トンネル状またはチューブ状になっているため、蓄電デバイ
スの電極の作製に使用すると、蓄電デバイス内で電解質がより流通し易くなる。
【００２２】
　（３）前記比Ｆt／Ｆpは、１．６～１００であることが好ましい。比Ｆt／Ｆpがこのよ
うな範囲である場合、高い充填性を確保しながらも、導電性をさらに高めることができる
。
　（４）前記繊維部の本数Ｆtは、２～５００本／ｍｍであることが好ましい。Ｆtがこの
ような範囲である場合、高い充填性を確保しながらも、導電性を高め易い。
【００２３】
　（５）前記銅多孔体は、０．０４～０．６ｍｍの厚みを有することが好ましい。銅多孔
体がこのような厚みを有することで、導電性をさらに高めることができる。
【００２４】
　本発明の他の一実施形態は、（６）電極集電体としての前記銅多孔体に、第１電極活物
質を含む電極合剤を充填し、前記銅多孔体の厚み方向に圧縮することにより形成される蓄
電デバイス用電極に関する。銅多孔体は、電極合剤を充填する前の段階で、繊維部同士が
近接しているため、高い導電性を有する。電極合剤を充填した後、銅多孔体をさらに圧縮
することで、得られる電極の導電性をさらに高めることができる。電極の導電性が高まる
ことで、蓄電デバイスを高出力化することができる。また、銅多孔体の厚み方向に比べて
、面方向では、繊維部間の距離が大きいため、電極合剤を均一に充填し易い。
【００２５】
　本発明のさらに他の一実施形態は、（７）第１電極、前記第１電極と反対の極性を有す
る第２電極、前記第１電極と前記第２電極との間に介在するセパレータ、および電解質を
含み、少なくとも前記第１電極は、上記（６）に記載の電極であり、前記第２電極は、第
２電極活物質を含む蓄電デバイスに関する。少なくとも第１電極に、導電性の高い上記電
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極を用いることで、蓄電デバイスを高出力化できる。
【００２６】
　（８）好ましい実施形態では、前記蓄電デバイスは、リチウムイオンキャパシタであり
、前記電解質は、リチウムイオンとアニオンとを含み、前記第１電極活物質は、前記リチ
ウムイオンを可逆的に担持する材料を含み、前記第２電極活物質は、少なくとも前記アニ
オンを可逆的に担持する材料を含む。第１電極に上記電極を用いることで、高出力のリチ
ウムイオンキャパシタを提供できる。
【００２７】
　好ましい他の実施形態では、（９）前記蓄電デバイスは、電気二重層キャパシタ（ＥＤ
ＬＣ：ｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｄｏｕｂｌｅ　ｌａｙｅｒ　ｃａｐａｃｉｔｏｒ）であり、前
記電解質は、カチオンとアニオンとを含み、前記第１電極活物質は、前記カチオンを可逆
的に担持する材料を含み、前記第２電極活物質は、少なくとも前記アニオンを可逆的に担
持する材料を含む。第１電極に上記電極を用いることで、高出力のＥＤＬＣが得られる。
【００２８】
　（１０）好ましいさらに他の実施形態では、前記蓄電デバイスは、非水電解質二次電池
であり、電解質は、アルカリ金属イオンとアニオンとを含み、
　前記第１電極活物質は、前記アルカリ金属イオンを可逆的に担持する材料を含み、
　前記第２電極活物質は、前記アルカリ金属イオンを可逆的に担持する材料を含む。第１
電極に上記電極を用いることで、出力特性に優れる非水電解質二次電池を提供できる。
【００２９】
［発明の実施形態の詳細］
　本発明の実施形態に係る銅多孔体、蓄電デバイス用電極および蓄電デバイスの具体例を
、適宜図面を参照しつつ以下に説明する。なお、本発明はこれらの例示に限定されるもの
ではなく、添付の特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範
囲内での全ての変更が含まれることが意図される。
【００３０】
（銅多孔体）
　銅多孔体は、銅または銅合金を含む。
　銅多孔体中の銅の含有量は、例えば、８０質量％以上、好ましくは９０質量％以上、さ
らに好ましくは９５質量％以上または９８質量％以上である。銅多孔体中の銅の含有量は
、１００質量％以下であり、９９．９質量％以下であってもよい。これらの下限値と上限
値とは任意に組み合わせることができる。銅多孔体中の銅の含有量は、例えば、８０～１
００質量％、または９５～１００質量％であってもよい。銅多孔体には、不可避的に混入
する不純物が含まれていてもよい。
　銅多孔体に含まれる銅合金としては、例えば、銅鉄合金、銅ニッケル合金などが挙げら
れる。
【００３１】
　銅多孔体は、複数の繊維部（または棒状部）を含む。そして、これらの複数の繊維部は
、三次元的に相互に連結して三次元網目状の骨格を形成している。
　好ましい実施形態では、銅多孔体の三次元網目状の骨格は、内部に空洞を有する（つま
り、中空である）。銅多孔体の骨格内の空洞は、連通孔状であるため、銅多孔体の骨格は
、トンネル状またはチューブ状になっている。中空の骨格を有する銅多孔体は、嵩高い三
次元構造を有しながらも、極めて軽量である。
【００３２】
　銅多孔体の見かけ密度は、５０ｍｇ／ｃｍ3以上、好ましくは６０ｍｇ／ｃｍ3以上また
は６５ｍｇ／ｃｍ3以上、さらに好ましくは３１０ｍｇ／ｃｍ3以上または４００ｍｇ／ｃ
ｍ3以上である。銅多孔体の見かけ密度は、５５００ｍｇ／ｃｍ3以下、好ましくは５４０
０ｍｇ／ｃｍ3以下、さらに好ましくは５３００ｍｇ／ｃｍ3以下である。これらの下限値
と上限値とは任意に組み合わせることができる。銅多孔体の見かけ密度は、例えば、５０
～５５００ｍｇ／ｃｍ3、６５～５３００ｍｇ／ｃｍ3、３１０～５５００ｍｇ／ｃｍ3、
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または４００～５５００ｍｇ／ｃｍ3であってもよい。
【００３３】
　銅多孔体の気孔率（または空隙率）は、例えば、３０体積％以上、好ましくは３５体積
％以上、さらに好ましくは４０体積％以上である。気孔率は、例えば、９９．９体積％以
下、好ましくは９９．６体積％以下または９９．３体積％以下、さらに好ましくは９６体
積％以下または９５．３体積％以下である。これらの下限値と上限値とは任意に組み合わ
せることができる。気孔率は、例えば、３０～９９．９体積％、４０～９９．３体積％、
３０～９６体積％、または３０～９５．３体積％であってもよい。
【００３４】
　銅多孔体の厚み方向の断面における厚み方向の単位長さ当たりの繊維部の本数Ｆtと、
銅多孔体の表面における面方向の単位長さ当たりの繊維部の本数Ｆpとの比Ｆt／Ｆpは、
１．６以上であり、好ましくは２以上、さらに好ましくは２．２以上または２．４以上で
ある。比Ｆt／Ｆpは、例えば、１００以下、好ましくは５０以下、さらに好ましくは３０
以下である。これらの下限値と上限値とは任意に組み合わせることができる。比Ｆt／Ｆp

は、例えば、１．６～１００、２～５０、または２．２～５０であってもよい。
【００３５】
　このように、本発明の実施形態に係る銅多孔体では、ある程度高い気孔率を有しながら
も、見かけ密度が高い。気孔率が高いと、銅多孔体の繊維部間の距離が大きくなり易いた
め、導電性が低下し易い。しかし、見かけ密度を高めることで、銅多孔体中の銅または銅
合金の質量比率を高めることができるため、銅多孔体の導電性を高めることができる。気
孔率を高めるために、銅多孔体内に、平均空孔径が小さな空孔を多数形成することも考え
られる。しかし、電極合剤または触媒組成物などを充填するような用途では、これらの成
分を十分に充填することができなくなる。それに対し、本発明の実施形態では、繊維部の
本数の比Ｆt／Ｆpを、上記のような値に制御することで、電極合剤または触媒組成物など
を充填するような用途でも、充填性の低下を抑制できる。また、比Ｆt／Ｆpが上記のよう
な範囲である場合、電極合剤を充填すると、電極合剤に含まれる電極活物質の粒子と、繊
維部との距離を小さくし易い。よって、このような用途でも、導電性を効果的に高めるこ
とができ、銅多孔体を用いて得られる電極の出力を向上できる。
【００３６】
　繊維部の本数Ｆtは、例えば、２本／ｍｍ以上、好ましくは３本／ｍｍ以上または３．
５本／ｍｍ以上、さらに好ましくは６本／ｍｍ以上または８本／ｍｍである。繊維部の本
数Ｆtは、例えば、５００本／ｍｍ以下、好ましくは１５０本／ｍｍ以下、さらに好まし
くは１００本／ｍｍ以下または５０本／ｍｍ以下である。これらの下限値と上限値とは任
意に組み合わせることができる。繊維部の本数Ｆtは、例えば、２～５００本／ｍｍ、６
～１５０本／ｍｍ、または８～１５０本／ｍｍであってもよい。
　繊維部の本数Ｆtが上記のような範囲である場合、導電性を高め易い。また、繊維部の
本数Ｆpは、Ｆtよりも少ないため、銅多孔体を担体または基材などに利用する場合でも、
高い充填性で担持物を充填または担持することができる。
【００３７】
　銅多孔体の厚みは、例えば、０．６ｍｍ以下、好ましくは０．５ｍｍ以下、さらに好ま
しくは０．４ｍｍ以下または０．３５ｍｍ以下である。銅多孔体の厚みは、例えば、０．
０４ｍｍ以上、好ましくは０．０４５ｍｍ以上である。これらの下限値と上限値とは任意
に組合せることができる。銅多孔体の厚みは、例えば、０．０４～０．６ｍｍ、または０
．０４５～０．３５ｍｍであってもよい。
　銅多孔体の厚みがこのような範囲である場合、導電性を高める上でより有利である。
【００３８】
　銅多孔体は、例えば、連続空隙を有する樹脂製の多孔体を、金属（具体的には、銅およ
び／または銅合金）で被覆することにより形成できる。金属による被覆後に、必要に応じ
て、厚み方向に圧縮してもよい。樹脂製の多孔体の構造および／または被覆後の圧縮の程
度などを制御することにより、銅多孔体の単位体積当たりの質量、気孔率、比Ｆt／Ｆpな
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どを調節することができるが、比Ｆt／Ｆpを制御し易い観点から、厚み方向の圧縮を利用
することが好ましい。
【００３９】
　金属による被覆は、例えば、メッキ処理、気相法（蒸着、プラズマ化学気相蒸着、スパ
ッタリングなど）、金属ペーストの塗布などにより行うことができる。金属による被覆処
理により、三次元網目状の骨格が形成される。これらの被覆方法のうち、メッキ処理が好
ましい。
【００４０】
　メッキ処理としては、樹脂製多孔体の表面（連続空隙内の表面も含む）に、銅または銅
合金の層を形成できればよく、公知のメッキ処理方法、例えば、電解メッキ法、溶融塩メ
ッキ法などが採用できる。メッキ処理により、樹脂製多孔体の形状に応じた、三次元網目
状の銅多孔体が形成される。なお、電解メッキ法によりメッキ処理を行う場合、電解メッ
キに先立って、導電性層を形成することが望ましい。導電性層は、樹脂製多孔体の表面に
、無電解メッキ、蒸着、スパッタリングなどの他、導電剤の塗布などにより形成してもよ
く、導電剤を含む分散液に樹脂製多孔体を浸漬することにより形成してもよい。
【００４１】
　樹脂製の多孔体としては、連続空隙を有する限り特に制限されず、樹脂発泡体、樹脂製
の不織布などが使用できる。これらの多孔体を構成する樹脂としては、金属被覆処理後に
、金属の三次元網目状骨格の形状を維持した状態で、分解または溶解などにより骨格の内
部を中空にすることができるものが好ましい。骨格内の樹脂は、加熱処理などにより、分
解または溶解され、除去されることが望ましい。加熱処理後、骨格内に残存した成分（樹
脂、分解物、未反応モノマー、樹脂に含まれる添加剤など）を洗浄などにより除去しても
よい。樹脂は、必要に応じて、適宜電圧を印加しながら加熱処理を行うことにより除去し
てもよい。また、この加熱処理は、溶融塩メッキ浴に、メッキ処理した多孔体を浸漬した
状態で、電圧を印加しながら行ってもよい。
　金属被覆処理の後、内部の樹脂を除去すると、金属多孔体（つまり、銅多孔体）の骨格
の内部に空洞（連通孔状の空洞など）が形成されて、中空となる。
【００４２】
　樹脂製多孔体を構成する樹脂としては、例えば、熱硬化性ポリウレタン、メラミン樹脂
などの熱硬化性樹脂；オレフィン樹脂（ポリエチレン、ポリプロピレンなど）、熱可塑性
ポリウレタンなどの熱可塑性樹脂などが例示できる。樹脂発泡体を用いると、樹脂の種類
および／または発泡体の製造方法にもよるが、発泡体内部に形成された１つ１つの空孔が
セル状となり、これらが連なって連通し、連続空隙が形成された状態となる。このような
発泡体では、セル状の空孔が小さく、サイズがより均一となり易いため、樹脂発泡体を用
いて集電体を形成することが好ましい。また、サイズおよび／または形状がより均一な空
孔が形成され易い観点から、熱硬化性ポリウレタンなどを用いることが好ましい。
【００４３】
　このようにして得られる金属多孔体は、樹脂製発泡体の形状に対応する三次元網目構造
の骨格を有する。具体的には、銅多孔体は、１つ１つがセル状の空孔を多数有しており、
これらのセル状の空孔が互いに連なって連通した連続空隙（つまり、連通孔）を有する。
隣り合うセル状の空孔の間には、開口（または窓）が形成され、この開口により互いに連
通した状態となることが好ましい。開口（または窓）の形状は特に制限されないが、例え
ば、略多角形（略三角形、略四角形、略五角形、および／または略六角形など）である。
なお、略多角形状とは、多角形、および多角形に類似の形状（例えば、多角形の角が丸ま
った形状、多角形の辺が曲線となった形状など）を含む意味で使用する。
【００４４】
　金属多孔体は、金属被覆処理の後、または金属被覆処理して内部の樹脂を除去した後に
、厚み方向に圧縮することができる。圧縮の程度は、圧縮後の銅多孔体の見かけ密度、気
孔率、および比Ｆt／Ｆpが、上記の範囲となるように調整できる。
【００４５】
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　本発明の一実施形態に係る銅多孔体の厚み方向における断面の光学顕微鏡写真を図１に
示す。図１に示されるように、銅多孔体は、複数の繊維部１０２を有し、繊維部１０２は
、セル状の空孔１０１を形作るとともに、立体的に連結して三次元網目状の骨格を形成し
ている。この骨格は、連結した繊維部１０２に囲まれたセル状の空孔１０１を複数有し、
互いに隣接する空孔１０１間には、略多角形の開口（または窓）１０３が形成されている
。開口１０３により、隣接する空孔１０１間が連通し、これにより、銅多孔体は、連続空
隙を有する。なお、繊維部１０２は、銅または銅合金を含む。
【００４６】
　図２は、図１の銅多孔体の一部を模式的に示す断面図である。銅多孔体は、複数の繊維
部１０２と、複数の繊維部１０２で囲まれたセル状の空孔１０１とを有する。互いに隣接
する空孔１０１間には図示しない開口が形成されており、この開口により隣接する空孔は
連通して連続空隙を形成している。銅多孔体の骨格（つまり、骨格を形成する繊維部１０
２）の内部には、幅Ｗfのトンネル状またはチューブ状の空洞１０２ａが形成されている
。
【００４７】
　銅多孔体の表面（多孔質シートの主面）において、三次元網目状の骨格の平均空孔径（
互いに連通するセル状の空孔の平均径）は、例えば、５０～１０００μｍ、好ましくは１
００～９００μｍ、さらに好ましくは３５０～９００μｍである。なお、平均空孔径は、
圧縮前の銅多孔体の厚みよりも小さいことが好ましい。
【００４８】
　銅多孔体は、大きな比表面積を有する。そのため、銅多孔体を担体として用いる場合、
銅多孔体の空隙内の表面も含む銅多孔体表面の広い面積に、担持物（電極合剤、触媒組成
物など）を多量に付着させることができる。また、担持物を空隙内に充填しながらも、銅
多孔体と担持物との接触面積が大きく、高い気孔率も維持できるので、担持物の利用率を
高め易い。
【００４９】
　例えば、電極合剤を銅多孔体に充填する場合、通常、導電助剤を電極合剤に添加するこ
とにより、電極の導電性を高めているが、上記のような銅多孔体を用いることにより、導
電助剤の添加量を少なくしても、高い導電性を確保し易い。よって、電極に使用する場合
には、出力および／またはエネルギー密度（および容量）をより有効に高めることができ
る。
　銅多孔体の比表面積（ＢＥＴ比表面積）は、例えば、１００～７００ｃｍ2／ｇ、好ま
しくは１５０～６５０ｃｍ2／ｇ、さらに好ましくは２００～６００ｃｍ2／ｇである。
【００５０】
　圧縮前の銅多孔体の骨格内部の空洞の幅（具体的には、図２の空洞の幅Ｗf）は、平均
値で、例えば、０．５～５μｍ、好ましくは１～４μｍまたは２～３μｍである。銅多孔
体を電極に用いる場合、電極合剤を銅多孔体に充填した後、厚み方向に圧縮することによ
り電極が形成される。圧縮後の電極では、銅多孔体の骨格は、厚み方向に少し押し潰され
た状態となり、骨格内の空洞も押し潰された状態となる。しかし、圧縮後も骨格内の空洞
はある程度残存した状態となるため、蓄電デバイス内で、電解質は骨格内の空洞を流通す
ることができる。
【００５１】
　本発明の実施形態に係る銅多孔体は、気孔率が高く、嵩高い三次元網目状の骨格を有す
るにも拘わらず、厚み方向においては、骨格を形成する繊維部同士が近接しているため、
高い導電性を有する。このような銅多孔体は、その特殊な構造を利用して、フィルタ、各
種担体または基材、蓄電デバイス用の集電体など、様々な用途に利用できる。特に、蓄電
デバイスの集電体など、高い導電性が求められる用途において有用である。
【００５２】
　本発明の実施形態に係る上記の銅多孔体は、電極活物質が付着していない状態を想定し
ている。つまり、銅多孔体は、蓄電デバイスの電極において電極集電体に利用することが
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できるが、電極活物質を付着させる前の状態で、上述のような特徴を有することが好まし
い。
【００５３】
（蓄電デバイス用電極および蓄電デバイス）
　本発明の実施形態に係る蓄電デバイス用電極は、電極集電体としての上記銅多孔体に、
電極合剤を充填し、銅多孔体の厚み方向により圧縮（または圧延）することにより形成さ
れる。圧縮により、電極中の集電体の見かけ密度、気孔率、比Ｆt／Ｆp、平均空孔径など
は、上記銅多孔体のものに比べて変化する。
【００５４】
　電極では、銅多孔体の三次元ネットワークが張り巡らされていることに加え、銅多孔体
は厚み方向にさらに圧縮された状態となる。電極の厚み方向において、銅多孔体の繊維部
同士はさらに近接し、繊維部と電極活物質粒子との距離もさらに近くなる。よって、電極
は、高い導電性を有する。また、電極内には、電極合剤を充填後も、ある程度の気孔率を
確保できるため、電解質を電極活物質の近辺に十分に保持させることができる。このよう
な電極を用いることで蓄電デバイスを高出力化することができる。
【００５５】
　電極合剤は、通常、電極合剤の構成成分（電極活物質、導電助剤、バインダなど）を含
むスラリーの形態で使用される。電極合剤スラリーは、電極合剤の構成成分を、分散媒に
分散することにより得られる。分散媒としては、例えば、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（
ＮＭＰ：Ｎ－ｍｅｔｈｙｌ－２－ｐｙｒｒｏｌｉｄｏｎｅ）などの有機溶媒の他、水など
が用いられる。分散媒は、電極の製造過程で（スラリーを集電体に充填した後、および／
または圧延した後などに）、乾燥により除去される。電極合剤は、公知の方法により、銅
多孔体に充填することができる。
【００５６】
　電極合剤は、必須成分としての電極活物質を含み、任意成分としての導電助剤および／
またはバインダを含むことができる。電極合剤が導電助剤を含むことで、電極の導電性を
さらに向上することができる。電極合剤がバインダを含むことで、電極活物質の粒子間、
電極活物質粒子と導電助剤との間、および電極活物質粒子または導電助剤と集電体との間
を、より強固に結着させることができる。
　電極活物質は、電極の極性、および蓄電デバイスの種類などに応じて、適宜選択できる
。
【００５７】
　蓄電デバイスは、第１電極、第１電極とは反対の極性を有する第２電極、これらの間に
介在するセパレータ、および電解質を含み、少なくとも第１電極として上記の電極を使用
する。第２電極としては、蓄電デバイスの種類に応じて、公知のものが使用できるが、上
記の電極を使用してもよい。第２電極は、第２電極活物質を含む。
　蓄電デバイスとしては、銅製の集電体を使用できるものであれば特に制限されず、例え
ば、リチウムイオンキャパシタ、ＥＤＬＣなどのキャパシタ；リチウムイオン二次電池、
ナトリウムイオン二次電池などの非水電解質二次電池などが例示できる。
【００５８】
　蓄電デバイスに含まれるセパレータは、蓄電デバイスの種類に応じて適宜選択できる。
　セパレータは、イオン透過性を有し、第１電極と第２電極との間に介在して、これらを
物理的に離間させて短絡を防止する。セパレータは、多孔質構造を有し、細孔内に電解質
を保持することで、イオンを透過させる。セパレータの材質としては、例えば、ポリエチ
レン、ポリプロピレンなどのポリオレフィン；ポリエチレンテレフタレートなどのポリエ
ステル；ポリアミド；ポリイミド；セルロース；ガラス繊維などを用いることができる。
　セパレータの平均孔径は特に制限されず、例えば、０．０１～５μｍ程度である。セパ
レータの厚みは特に制限されず、例えば１０～１００μｍ程度である。
【００５９】
　以下に、リチウムイオンキャパシタ、ＥＤＬＣ、非水電解質二次電池を例に挙げて、電
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極および蓄電デバイスの構成をより詳細に説明する。
　（リチウムイオンキャパシタ）
　リチウムイオンキャパシタでは、第１電極は負極である。本発明の実施形態に係る電極
を負極として使用する。
【００６０】
　（第１電極）
　第１電極である負極に含まれる第１電極活物質（つまり、負極活物質）は、リチウムイ
オンを可逆的に担持（具体的には、吸蔵および放出、もしくは挿入および脱離）する材料
を含む。このような材料としては、充放電の際にファラデー反応を起こす材料、例えば、
リチウムイオンを吸蔵および放出する炭素材料（第１炭素材料とも言う）の他、リチウム
チタン酸化物（チタン酸リチウムなどのスピネル型リチウムチタン酸化物など）、ケイ素
酸化物、ケイ素合金、錫酸化物、錫合金が挙げられる。第１炭素材料としては、易黒鉛化
性炭素（ソフトカーボン）、難黒鉛化性炭素（ハードカーボン）、黒鉛（人造黒鉛、天然
黒鉛などの黒鉛型結晶構造を有する炭素材料など）などが例示できる。負極活物質は、一
種を単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよい。負極活物質は、理論容
量が３００ｍＡｈ／ｇ以上であるものが好ましい。負極活物質のうち、第１炭素材料が好
ましく、特に、黒鉛および／またはハードカーボンが好ましい。
【００６１】
　負極活物質中の第１炭素材料の含有量は、５０質量％を超えることが好ましく、８０質
量％以上または９０質量％以上であってもよい。負極活物質中の第１炭素材料の含有量は
１００質量％以下である。特に、負極活物質中の黒鉛および／またはハードカーボンの含
有量がこのような範囲であることが好ましい。負極活物質が、第１炭素材料（特に、黒鉛
および／またはハードカーボン）のみを含む場合も好ましい。
【００６２】
　負極活物質には、負極電位を低下させるために、予めリチウムをドープしておくことが
好ましい。これにより、キャパシタの電圧が高くなり、リチウムイオンキャパシタの高容
量化にさらに有利となる。なお、リチウムの析出を抑制するため、負極容量を正極容量よ
りも大きくすることが望ましい。
【００６３】
　リチウムのドープは、公知の方法により行うことができる。リチウムのドープは、キャ
パシタの組み立て時に行ってもよい。例えば、リチウム金属を、正極、負極および電解質
とともにキャパシタ容器内に収容し、組み立て後のキャパシタを６０℃前後の恒温室中で
保温することにより、リチウム金属箔からリチウムイオンを溶出させ、負極活物質にドー
プさせることができる。
【００６４】
　導電助剤としては、アセチレンブラック、ケッチェンブラックなどのカーボンブラック
；酸化ルテニウムなどの導電性化合物；炭素繊維、金属繊維などの導電性繊維などが例示
できる。
【００６５】
　導電助剤の量は、負極活物質１００質量部に対して、例えば、０～３０質量部の範囲か
ら適宜選択でき、好ましくは１～３０質量部または３～２０質量部である。導電助剤の量
がこのような範囲である場合、電極合剤の導電性を確保しながらも、電極活物質の密度を
高め易い。本発明の実施形態では、三次元網目状の集電体を用いるため、導電助剤を含ま
ないか、または導電助剤の量が少なくても、電極において高い導電性を確保し易い。例え
ば、導電助剤の量は、負極活物質１００質量部に対して、５質量部以下（例えば、０．１
～５質量部）、または３質量部以下（例えば、０．１～３質量部）とすることもできる。
【００６６】
　バインダの種類は特に制限されず、例えば、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ：ｐｏｌ
ｙｖｉｎｙｌｉｄｅｎｅ　ｆｌｕｏｒｉｄｅ）、ポリテトラフルオロエチレンなどのフッ
素樹脂；ポリビニルクロリドなどの塩素含有ビニル樹脂；ポリオレフィン樹脂；スチレン
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ブタジエンゴムなどのゴム状重合体；ポリビニルピロリドン、ポリビニルアルコール；セ
ルロース誘導体［カルボキシメチルセルロースなどのセルロースエーテル（カルボキシア
ルキルセルロースなど）など］などを用いることができる。
【００６７】
　バインダの量は、特に制限されず、負極活物質１００質量部当たり、例えば、０．５～
１５質量部程度の範囲から選択でき、好ましくは１～１２質量部、さらに好ましくは３～
１０質量部であってもよい。本発明の実施形態では、三次元網目状の集電体を用いるため
、バインダの量が少なくても、多くの電極合剤を集電体に保持させることができる。バイ
ンダの量は、負極活物質１００質量部に対して、５質量部以下（例えば、１～５質量部）
とすることができ、２～４質量部であってもよい。
【００６８】
　（第２電極）
　第２電極である正極は、第２電極活物質（つまり、正極活物質）を含む。第２電極は、
第２電極活物質を保持する第２電極集電体（つまり、正極集電体）を含むことができる。
　正極集電体は、金属箔でもよいが、リチウムイオンキャパシタを高容量化する観点から
は、金属多孔体であることが好ましい。金属多孔体は、銅多孔体または銅多孔体を圧縮す
る前の状態と同様の三次元網目状の骨格を有していてもよい。
【００６９】
　正極集電体の材質としては、アルミニウム、アルミニウム合金（アルミニウム－鉄合金
など）などが好ましい。正極集電体は、樹脂多孔体を金属被覆する際に、銅または銅合金
に代えて、アルミニウムまたはアルミニウム合金を用い、銅多孔体の場合に準じて作製す
ることができる。得られる金属多孔体は、銅多孔体の場合と同様に圧縮してもよく、圧縮
せずに、正極集電体として使用してもよい。
【００７０】
　正極活物質は、少なくともアニオンを可逆的に担持する材料を含む。正極活物質は、ア
ニオンおよびカチオンを可逆的に担持する材料を含んでもよい。リチウムイオンキャパシ
タでは、電解質がカチオンとして少なくともリチウムイオンを含むため、正極活物質は、
アニオンおよびリチウムイオンを可逆的に担持するものであることが好ましい。アニオン
（およびカチオン）を可逆的に担持する材料としては、アニオン（およびカチオン）を吸
着および脱離する材料、ならびにアニオン（およびカチオン）を吸蔵および放出（または
挿入および脱離）する材料が挙げられる。前者は、充放電の際に非ファラデー反応を起こ
す材料であり、後者は、充放電の際にファラデー反応を起こす材料である。
【００７１】
　このような材料としては、例えば、活性炭、ナノポーラスカーボン、メソポーラスカー
ボン、マイクロポーラスカーボン、カーボンナノチューブなどの多孔質炭素材料（第２多
孔質炭素材料とも言う）が例示できる。第２多孔質炭素材料は、賦活処理されたものであ
ってもよく、賦活処理されていなくてもよい。これらの第２多孔質炭素材料は、一種を単
独でまたは二種以上を組み合わせて使用できる。第２多孔質炭素材料のうち、活性炭、ナ
ノポーラスカーボンなどが好ましい。なお、サブｎｍ～サブμｍオーダーの微細孔を有す
るポーラスカーボンをナノポーラスカーボンと称する。
【００７２】
　正極活物質は、第２多孔質炭素材料に加え、必要に応じて、さらに他の活物質を含むこ
とができる。正極活物質中の第２多孔質炭素材料の含有量は、５０質量％を超えることが
好ましく、８０質量％以上または９０質量％以上であってもよい。正極活物質中の第２多
孔質炭素材料の含有量は１００質量％以下である。特に、正極活物質中の活性炭およびナ
ノポーラスカーボンの含有量がこのような範囲であることが好ましい。正極活物質が、第
２多孔質炭素材料（特に、活性炭および／またはナノポーラスカーボン）のみを含む場合
も好ましい。
【００７３】
　ナノポーラスカーボンとしては、リチウムイオンキャパシタに使用される公知のものが
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使用でき、例えば、塩素ガスを含む雰囲気中で、炭化珪素、炭化チタンなどの金属炭化物
を加熱することにより得られるものを使用してもよい。
【００７４】
　活性炭としては、リチウムイオンキャパシタに使用される公知のものを使用できる。活
性炭の原料としては、例えば、木材；ヤシ殻；パルプ廃液；石炭またはその熱分解により
得られる石炭系ピッチ；重質油またはその熱分解により得られる石油系ピッチ；フェノー
ル樹脂などが挙げられる。炭化された材料は、その後、賦活するのが一般的である。賦活
法としては、ガス賦活法および薬品賦活法が例示できる。
【００７５】
　活性炭の平均粒径（体積基準の粒度分布におけるメディアン径、以下同じ。）は、特に
限定されないが、２０μｍ以下であることが好ましい。比表面積も特に限定されないが、
８００～３０００ｍ2／ｇ程度が好ましい。比表面積がこのような範囲である場合、リチ
ウムイオンキャパシタの静電容量を大きくする上で有利であるとともに、内部抵抗を小さ
くすることができる。
【００７６】
　正極は、例えば、正極集電体に、正極活物質を含む正極合剤スラリーを塗布または充填
し、その後、正極合剤スラリーに含まれる分散媒を除去し、さらに必要に応じて、正極活
物質を保持した集電体を圧縮（または圧延）することにより得られる。
【００７７】
　正極合剤スラリーは、正極活物質の他に、バインダ、導電助剤などを含んでもよい。分
散媒、バインダとしては、第１電極の電極合剤について例示したものから適宜選択できる
。正極活物質１００質量部に対するバインダの量は、前述の負極活物質１００質量部に対
するバインダの量の範囲から適宜選択できる。
【００７８】
　導電助剤の種類は、特に制限されず、アセチレンブラック、ケッチェンブラックなどの
カーボンブラック；黒鉛（鱗片状黒鉛、土状黒鉛などなどの天然黒鉛；人造黒鉛など）；
酸化ルテニウムなどの導電性化合物；炭素繊維、金属繊維などの導電性繊維などが挙げら
れる。正極活物質１００質量部に対する導電助剤の量は、上述の負極活物質１００質量部
に対する導電助剤の量と同様の範囲から適宜選択できる。
【００７９】
　（電解質）
　電解質は、カチオンおよびアニオンを含む。リチウムイオンキャパシタの電解質は、リ
チウムイオン伝導性を有する非水電解質であることが好ましい。このような非水電解質は
、リチウムイオンとアニオンとを含む。非水電解質としては、例えば、非水溶媒（または
有機溶媒）にリチウムイオンとアニオンとの塩（リチウム塩）を溶解させた電解質の他、
リチウムイオンおよびアニオンを含むイオン液体などが用いられる。
【００８０】
　なお、イオン液体は、溶融状態の塩（溶融塩）と同義であり、アニオンとカチオンとで
構成される液状イオン性物質である。
　電解質にイオン液体を用いる場合、電解質は、イオン液体に加え、非水溶媒および／ま
たは添加剤などを含むことができるが、電解質中のイオン液体の含有量は、８０質量％以
上であることが好ましく、９０質量％以上であることがさらに好ましい。
　電解質におけるリチウム塩またはリチウムイオンの濃度は、例えば、０．３～５ｍｏｌ
／Ｌの範囲から適宜選択できる。
【００８１】
　リチウム塩を構成するアニオン（第１アニオン）の種類は特に限定されず、例えば、フ
ッ素含有酸のアニオン［ヘキサフルオロリン酸イオン（ＰＦ6

-）などのフッ素含有リン酸
のアニオン；テトラフルオロホウ酸イオン（ＢＦ4

-）などのフッ素含有ホウ酸のアニオン
など］、塩素含有酸のアニオン［過塩素酸イオン（ＣｌＯ4

-）など］、オキサレート基を
有する酸素酸のアニオン［ビス（オキサラト）ボレートイオン（Ｂ（Ｃ2Ｏ4）2

-）などの
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オキサラトボレートイオン；トリス（オキサラト）ホスフェートイオン（Ｐ（Ｃ2Ｏ4）3
-

）などのオキサラトボレートイオンなど］、フルオロアルカンスルホン酸のアニオン［ト
リフルオロメタンスルホン酸イオン（ＣＦ3ＳＯ3

-）など］、ビススルホニルアミドアニ
オンなどが挙げられる。
　リチウム塩は、一種を単独で用いてもよく、第１アニオンの種類が異なるリチウム塩を
二種以上組み合わせて用いてもよい。
【００８２】
　上記のビススルホニルアミドアニオンとしては、例えば、ビス（フルオロスルホニル）
アミドアニオン［ビス（フルオロスルホニル）アミドアニオン（Ｎ（ＳＯ2Ｆ）2

-）など
］、（フルオロスルホニル）（パーフルオロアルキルスルホニル）アミドアニオン［（フ
ルオロスルホニル）（トリフルオロメチルスルホニル）アミドアニオン（（ＦＳＯ2）（
ＣＦ3ＳＯ2）Ｎ-）など］、ビス（パーフルオロアルキルスルホニル）アミドアニオン［
ビス（トリフルオロメチルスルホニル）アミドアニオン（Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2

-）、ビス（
ペンタフルオロエチルスルホニル）アミドアニオン（Ｎ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2

-）など］など
が挙げられる。パーフルオロアルキル基の炭素数は、好ましくは１～８、さらに好ましく
は１、２、または３である。
【００８３】
　ビススルホニルアミドアニオンのうち、ビス（フルオロスルホニル）アミドアニオン（
ＦＳＡ-：ｂｉｓ（ｆｌｕｏｒｏｓｕｌｆｏｎｙｌ）ａｍｉｄｅ　ａｎｉｏｎ））；ビス
（トリフルオロメチルスルホニル）アミドアニオン（ＴＦＳＡ-：ｂｉｓ（ｔｒｉｆｌｕ
ｏｒｏｍｅｔｈｙｌｓｕｌｆｏｎｙｌ）ａｍｉｄｅ　ａｎｉｏｎ）、ビス（ペンタフルオ
ロエチルスルホニル）アミドアニオン、（フルオロスルホニル）（トリフルオロメチルス
ルホニル）アミドアニオンなどのビス（パーフルオロアルキルスルホニル）アミドアニオ
ン（ＰＦＳＡ-：ｂｉｓ（ｐｅｒｆｌｕｏｒｏａｌｋｙｌｓｕｌｆｏｎｙｌ）ａｍｉｄｅ
　ａｎｉｏｎ）などが好ましい。
【００８４】
　電解質に含まれる非水溶媒は、特に限定されず、リチウムイオンキャパシタに使用され
る公知の非水溶媒が使用できる。非水溶媒は、イオン伝導度の観点から、例えば、エチレ
ンカーボネート、プロピレンカーボネート、ブチレンカーボネートなどの環状カーボネー
ト；ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、エチルメチルカーボネートなどの鎖
状カーボネート；γ－ブチロラクトンなどの環状炭酸エステルなどを好ましく用いること
ができる。非水溶媒は、一種を単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよ
い。
【００８５】
　リチウムイオンを含むイオン液体は、リチウムイオンと、アニオン（第２アニオン）と
を含む。第２アニオンとしては、第１アニオンについて例示した各種アニオン、具体的に
は、ビススルホニルアミドアニオン、フッ素含有酸のアニオン、塩素含有酸のアニオン、
オキサレート基を有する酸素酸のアニオン、フルオロアルカンスルホン酸のアニオンなど
が使用できる。第２アニオンは、一種を単独でまたは二種以上を組み合わせて使用できる
。第２アニオンは、少なくともビススルホニルアミドアニオンを含むことが好ましい。第
２アニオン中のビススルホニルアミドアニオンの含有量は、例えば、８０～１００ｍｏｌ
％であり、好ましくは９０～１００ｍｏｌ％である。
【００８６】
　リチウムイオンを含むイオン液体は、リチウムイオン（第１カチオン）に加え、さらに
第２カチオンを含んでいてもよい。このような第２カチオンとしては、リチウム以外の無
機カチオン、例えば、ナトリウムイオン、マグネシウムイオン、カルシウムイオン、アン
モニウムカチオンなどを使用してもよいが、有機カチオンが好ましい。第２カチオンは、
一種を単独でまたは二種以上を組み合わせて使用できる。
【００８７】
　第２カチオンとして使用される有機カチオンとしては、脂肪族アミン、脂環族アミンま
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たは芳香族アミンに由来するカチオン（例えば、第４級アンモニウムカチオンなど）の他
、窒素含有へテロ環を有するカチオン（つまり、環状アミンに由来するカチオン）などの
窒素含有オニウムカチオン；イオウ含有オニウムカチオン；リン含有オニウムカチオンな
どが例示できる。
【００８８】
　窒素含有有機オニウムカチオンのうち、特に、第４級アンモニウムカチオンの他、窒素
含有ヘテロ環骨格として、ピロリジン、ピリジン、またはイミダゾールを有するものが好
ましい。
　第４級アンモニウムカチオンとしては、テトラメチルアンモニウムカチオン、エチルト
リメチルアンモニウムカチオン、テトラエチルアンモニウムカチオン（ＴＥＡ+：ｔｅｔ
ｒａｅｔｈｙｌａｍｍｏｎｉｕｍ　ｃａｔｉｏｎ）、メチルトリエチルアンモニウムカチ
オン（ＴＥＭＡ+：ｍｅｔｈｙｌｔｒｉｅｔｈｙｌａｍｍｏｎｉｕｍ　ｃａｔｉｏｎ）、
ヘキシルトリメチルアンモニウムカチオンなどのテトラアルキルアンモニウムカチオンな
どが例示できる。
【００８９】
　ピロリジン骨格を有する有機オニウムカチオンは、ピロリジン環を構成する１つの窒素
原子に、２つのアルキル基を有するものが好ましい。このような有機オニウムカチオンと
しては、例えば、１，１－ジメチルピロリジニウムカチオン、１，１－ジエチルピロリジ
ニウムカチオン、１－エチル－１－メチルピロリジニウムカチオン、１－メチル－１－プ
ロピルピロリジニウムカチオン（ＭＰＰＹ+：１－ｍｅｔｈｙｌ－１－ｐｒｏｐｙｌｐｙ
ｒｒｏｌｉｄｉｎｉｕｍ　ｃａｔｉｏｎ）、１－ブチル－１－メチルピロリジニウムカチ
オン（ＭＢＰＹ+：１－ｂｕｔｙｌ－１－ｍｅｔｈｙｌｐｙｒｒｏｌｉｄｉｎｉｕｍ　ｃ
ａｔｉｏｎ）、１－エチル－１－プロピルピロリジニウムカチオンなどが挙げられる。
【００９０】
　ピリジン骨格を有する有機オニウムカチオンは、ピリジン環を構成する１つの窒素原子
に、１つのアルキル基を有することが好ましい。このような有機オニウムカチオンとして
は、１－メチルピリジニウムカチオン、１－エチルピリジニウムカチオン、１－プロピル
ピリジニウムカチオンなどの１－アルキルピリジニウムカチオンが挙げられる。
【００９１】
　イミダゾール骨格を有する有機オニウムカチオンは、イミダゾール環を構成する２つの
窒素原子に、それぞれ、１つのアルキル基を有することが好ましい。このような有機オニ
ウムカチオンとしては、例えば、１，３－ジメチルイミダゾリウムカチオン、１－エチル
－３－メチルイミダゾリウムカチオン（ＥＭＩ+：　１－ｅｔｈｙｌ－３－ｍｅｔｈｙｌ
ｉｍｉｄａｚｏｌｉｕｍ　ｃａｔｉｏｎ）、１－メチル－３－プロピルイミダゾリウムカ
チオン、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムカチオン（ＢＭＩ+：１－ｂｕｔｈｙｌ
－３－ｍｅｔｈｙｌｉｍｉｄａｚｏｌｉｕｍ　ｃａｔｉｏｎ）、１－エチル－３－プロピ
ルイミダゾリウムカチオン、１－ブチル－３－エチルイミダゾリウムカチオンなどが挙げ
られる。これらのうち、ＥＭＩ+、ＢＭＩ+などのメチル基と炭素数２～４のアルキル基と
を有するイミダゾリウムカチオンが好ましい。
【００９２】
　（ＥＤＬＣ）
　ＥＤＬＣでは、本発明の実施形態に係る電極を第１電極（負極）として使用する。
　負極に含まれる第１電極活物質（または負極活物質）は、カチオンを可逆的に担持する
材料（例えば、多孔質炭素材料（第３多孔質炭素材料））を含む。第２電極（または正極
）に含まれる第２電極活物質（または正極活物質）は、少なくともアニオンを可逆的に担
持する材料を含む。このような材料は、アニオンおよびカチオンを可逆的に担持する材料
であってもよい。少なくともアニオンを可逆的に担持する材料としては、例えば、多孔質
炭素材料（第４多孔質炭素材料）が挙げられる。
【００９３】
　カチオンおよび／またはアニオンを可逆的に担持する上記の材料としては、カチオンお
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よび／またはアニオンを吸着および脱離する材料、ならびにカチオンおよび／またはアニ
オンを吸蔵および放出（または挿入および脱離）する材料が例示できる。前者は、充放電
の際に非ファラデー反応を起こす材料であり、後者は、充放電の際にファラデー反応を起
こす材料である。
【００９４】
　第３および第４多孔質炭素材料としては、リチウムイオンキャパシタの第２多孔質炭素
材料として例示した多孔質炭素材料が使用できる。多孔質炭素材料のうち、活性炭、ナノ
ポーラスカーボンなどが好ましい。第３多孔質炭素材料と、第４多孔質炭素材料とは、同
じものを使用してもよく、異なるものを使用してもよい。
【００９５】
　正極活物質および負極活物質は、それぞれ、上記の多孔質炭素材料に加え、必要に応じ
てさらに他の活物質を含むことができる。正極活物質または負極活物質中の上記多孔質炭
素材料の含有量は、リチウムイオンキャパシタについて記載した第２電極活物質中の第２
多孔質炭素材料の含有量と同様の範囲から適宜選択できる。
　導電助剤およびバインダの種類および電極活物質に対するこれらの成分の量についても
、リチウムイオンキャパシタの負極について記載した範囲から適宜選択できる。
　第２電極は、リチウムイオンキャパシタの正極の場合に準じて作製できる。
【００９６】
　ＥＤＬＣに使用される電解質は、水を含んでもよく、または非水電解質でもよい。電解
質は、カチオンとアニオンとを含む。電解質としては、カチオン（第３カチオン）とアニ
オン（第３アニオン）との塩を非水溶媒（または有機溶媒）に溶解させた電解質の他、カ
チオン（第４カチオン）およびアニオン（第４アニオン）を含むイオン液体などの非水電
解質が好ましく用いられる。
　電解質におけるカチオンの濃度は、例えば、０．３～５ｍｏｌ／Ｌの範囲から適宜選択
できる。
【００９７】
　第３カチオンとしては、リチウムイオン、ナトリウムイオン、マグネシウムイオン、カ
ルシウムイオン、アンモニウムカチオンなどの無機カチオン；リチウムイオンキャパシタ
の第２カチオンとして例示した有機カチオンと同様のものが例示できる。第３カチオンは
、一種のカチオンを含んでもよく、二種以上のカチオンを含んでもよい。第３カチオンは
、少なくとも有機カチオンを含むことが好ましい。有機カチオンのうち、ＴＥＡ+、ＴＥ
ＭＡ+などの第４級アンモニウムカチオンが好ましい。
【００９８】
　第３アニオンとしては、リチウムイオンキャパシタの第１アニオンとして例示したもの
から適宜選択できる。第３アニオンは、一種のアニオンを含んでもよく、二種以上のアニ
オンを含んでもよい。非水溶媒としては、リチウムイオンキャパシタについて例示したも
のから適宜選択できる。
【００９９】
　イオン液体に含まれる第４カチオンとしては、第３カチオンについて例示したものから
適宜選択できる。第４カチオンは、一種のカチオンを含んでもよく、二種以上のカチオン
を含んでもよい。第４カチオンは、少なくとも有機カチオンを含むことが好ましい。有機
カチオンのうち、ＥＭＩ+、ＢＭＩ+などのイミダゾリウムカチオンが好ましい。
【０１００】
　イオン液体に含まれる第４アニオンとしては、リチウムイオンキャパシタの第２アニオ
ンとして例示したものから適宜選択できる。第４アニオンは、一種のアニオンを含んでも
よく、二種以上のアニオンを含んでもよい。第４アニオンは、少なくともビススルホニル
アミドアニオンを含むことが好ましい。第４アニオン中のビススルホニルアミドアニオン
の含有量は、第２アニオンの場合と同様の範囲から選択できる。
　電解質中のイオン液体の含有量は、リチウムイオンキャパシタについて例示した範囲か
ら適宜選択できる。
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【０１０１】
　（非水電解質二次電池）
　非水電解質二次電池では、本発明の実施形態に係る電極を、第１電極（負極）に使用す
る。
　（第１電極）
　前記第１電極（負極）に含まれる第１電極活物質（負極活物質）は、前記アルカリ金属
イオンを可逆的に担持（具体的には、吸蔵および放出、もしくは、挿入および脱離）する
材料、すなわち、充放電の際にファラデー反応を起こす材料を含む。
　負極活物質としては、リチウムイオンキャパシタの負極活物質として例示したものの他
、ナトリウムチタン酸化物（チタン酸ナトリウムなどのスピネル型ナトリウムチタン酸化
物など）などが挙げられる。負極活物質は、アルカリ金属イオンの種類に応じて適宜選択
できる。負極活物質には、リチウムイオンキャパシタの場合に準じて、リチウムなどのア
ルカリ金属イオンをドープしてもよい。
【０１０２】
　負極に使用する電極合剤（負極合剤）は、導電助剤および／またはバインダを含むこと
ができる。バインダとしては、リチウムイオンキャパシタの負極について例示したものか
ら適宜選択できる。導電助剤としては、リチウムイオンキャパシタの負極について例示し
たものの他、カーボンナノチューブなどのナノカーボンなどが例示できる。導電助剤は、
一種を単独でまたは二種以上を組み合わせて使用できる。負極活物質に対する導電剤およ
びバインダの量は、リチウムイオンキャパシタの場合と同様である。
【０１０３】
　（第２電極）
　第２電極である正極は、第２電極活物質である正極活物質を含む。第２電極は、正極活
物質を保持する電極集電体（つまり、正極集電体）を含むことができる。正極集電体とし
ては、リチウムイオンキャパシタの正極集電体と同様のものが使用できる。
　正極に含まれる第２電極活物質（正極活物質）は、アルカリ金属イオンを可逆的に担持
（具体的には、吸蔵および放出、もしくは、挿入および脱離）する材料、すなわち、充放
電の際にファラデー反応を起こす材料を含む。このような材料としては、金属カルコゲン
化合物（硫化物、酸化物など）、アルカリ金属含有遷移金属酸化物（リチウム含有遷移金
属酸化物、ナトリウム含有遷移金属酸化物）、アルカリ金属含有遷移金属リン酸塩（オリ
ビン型構造を有するリン酸鉄など）などが例示できる。これらの材料は、一種を単独でま
たは二種以上を組み合わせて使用できる。
　正極は、リチウムイオンキャパシタの正極の場合に準じて作製できる。
【０１０４】
　（電解質）
　非水電解質二次電池に使用される電解質は、アルカリ金属イオンとアニオンとを含む。
電解質としては、非水電解質が使用でき、非水電解質としては、アルカリ金属イオンとア
ニオン（第５アニオン）との塩（アルカリ金属塩）を非水溶媒（または有機溶媒）に溶解
させた電解質の他、アルカリ金属イオンおよびアニオン（第６アニオン）を含むイオン液
体などが用いられる。
　電解質におけるアルカリ金属塩またはアルカリ金属イオンの濃度は、例えば、０．５～
３ｍｏｌ／Ｌの範囲から適宜選択できる。
【０１０５】
　アルカリ金属イオンとしては、非水電解質二次電池の種類に応じて、リチウムイオン、
ナトリウムイオン、カリウムイオン、ルビジウムイオン、セシウムイオンなどから適宜選
択できる。電解質は、例えば、リチウムイオン二次電池では、アルカリ金属イオンとして
リチウムイオンを含み、ナトリウムイオン二次電池では、アルカリ金属イオンとしてナト
リウムイオンを含む。電解質は、リチウムイオンおよび／またはナトリウムイオンに加え
て、他のアルカリ金属イオンを含んでもよい。
【０１０６】
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　アルカリ金属塩を構成する第５アニオンとしては、リチウムイオンキャパシタの第１ア
ニオンとして例示したものから適宜選択できる。アルカリ金属塩は、一種を単独で用いて
もよく、第５アニオンの種類が異なるアルカリ金属塩を二種以上組み合わせて用いてもよ
い。
　非水溶媒としては、リチウムイオンキャパシタについて例示したものから適宜選択でき
る。
【０１０７】
　イオン液体に含まれる第６アニオンとしては、リチウムイオンキャパシタの第２アニオ
ンとして例示したものから適宜選択できる。第６アニオンは、一種のアニオンを含んでも
よく、二種以上のアニオンを含んでもよい。第６アニオンは、少なくともビススルホニル
アミドアニオンを含むことが好ましい。第６アニオン中のビススルホニルアミドアニオン
の含有量は、第２アニオンの場合と同様の範囲から選択できる。
　電解質中のイオン液体の含有量は、リチウムイオンキャパシタについて例示した範囲か
ら適宜選択できる。
【０１０８】
　蓄電デバイスは、例えば、（ａ）第１電極と、第２電極と、第１電極および第２電極の
間に介在するセパレータとで電極群を形成する工程、ならびに（ｂ）電極群および電解質
をセルケース内に収容する工程を経ることにより製造できる。
【０１０９】
　図３は、本発明の一実施形態に係る蓄電デバイスを概略的に示す縦断面図である。蓄電
デバイスは、積層型の電極群、電解質（図示せず）およびこれらを収容する角型のアルミ
ニウム製のケース１０を具備する。ケース１０は、上部が開口した有底の容器本体１２と
、上部開口を塞ぐ蓋体１３とで構成されている。
【０１１０】
　蓄電デバイスを組み立てる際には、まず、正極（第２電極）２と負極（第１電極）３と
をこれらの間にセパレータ１を介在させた状態で積層することにより電極群が構成され、
構成された電極群がケース１０の容器本体１２に挿入される。その後、容器本体１２に電
解質を注液し、電極群を構成するセパレータ１、正極２および負極３の空隙に電解質を含
浸させる工程が行われる。あるいは、電解質が、イオン液体を含む場合、電解質に電極群
を含浸し、その後、電解質を含んだ状態の電極群を容器本体１２に収容してもよい。
【０１１１】
　蓋体１３の中央には、ケース１０の内圧が上昇したときに内部で発生したガスを放出す
るための安全弁１６が設けられている。安全弁１６を中央にして、蓋体１３の一方側寄り
には、蓋体１３を貫通する外部正極端子１４が設けられ、蓋体１３の他方側寄りの位置に
は、蓋体１３を貫通する外部負極端子が設けられる。
【０１１２】
　積層型の電極群は、いずれも矩形のシート状である、複数の正極２と複数の負極３およ
びこれらの間に介在する複数のセパレータ１により構成されている。図３では、セパレー
タ１は、正極２を包囲するように袋状に形成されているが、セパレータの形態は特に限定
されない。複数の正極２と複数の負極３は、電極群内で積層方向に交互に配置される。
【０１１３】
　各正極２の一端部には、正極リード片２ａを形成してもよい。複数の正極２の正極リー
ド片２ａを束ねるとともに、ケース１０の蓋体１３に設けられた外部正極端子１４に接続
することにより、複数の正極２が並列に接続される。同様に、各負極３の一端部には、負
極リード片３ａを形成してもよい。複数の負極３の負極リード片３ａを束ねるとともに、
ケース１０の蓋体１３に設けられた外部負極端子に接続することにより、複数の負極３が
並列に接続される。正極リード片２ａの束と負極リード片３ａの束は、互いの接触を避け
るように、電極群の一端面の左右に、間隔を空けて配置することが望ましい。
【０１１４】
　外部正極端子１４および外部負極端子は、いずれも柱状であり、少なくとも外部に露出



(19) JP 2015-137365 A 2015.7.30

10

20

30

40

50

する部分が螺子溝を有する。各端子の螺子溝にはナット７が嵌められ、ナット７を回転す
ることにより蓋体１３に対してナット７が固定される。各端子のケース１０内部に収容さ
れる部分には、鍔部８が設けられており、ナット７の回転により、鍔部８が、蓋体１３の
内面に、ワッシャ９を介して固定される。
【０１１５】
　電極群は、積層タイプに限らず、正極と負極とをセパレータを介して捲回することによ
り形成したものであってもよい。リチウムイオンキャパシタおよびリチウムイオン二次電
池では、負極にリチウムが析出するのを防止する観点から、正極よりも負極の寸法を大き
くしてもよい。
【０１１６】
［付記］
　以上の実施形態に関し、さらに以下の付記を開示する。
　（付記１）
　銅または銅合金を含む複数の繊維部が、三次元的に相互に連結した三次元網目状の骨格
を有する銅多孔体であって、
　単位体積当たりの質量は、５０～５５００ｍｇ／ｃｍ3であり、
　前記銅多孔体の厚み方向の断面における前記厚み方向の単位長さ当たりの前記繊維部の
本数Ｆtと、前記銅多孔体の表面における面方向の単位長さ当たりの前記繊維部の本数Ｆp

との比Ｆt／Ｆpは、１．６以上である銅多孔体。
　このような銅多孔体は、高い導電性を有するため、蓄電デバイスの電極集電体として用
いると、電極および蓄電デバイスの高出力化が可能である。
　（付記２）
　前記付記１の銅多孔体の前記骨格は中空であり、
　単位体積当たりの質量は、３１０～５５００ｍｇ／ｃｍ3であり、
　気孔率は、３０～９６体積％であり、
　前記比Ｆt／Ｆpは、１．６～５０であり、
　前記繊維部の本数Ｆtは、６～１５０本／ｍｍであり、
　０．０４～０．６ｍｍの厚みを有することが好ましい。
　このような銅多孔体は、導電性をさらに高めることができる。
【実施例】
【０１１７】
　以下、本発明を実施例および比較例に基づいて具体的に説明するが、本発明は以下の実
施例に限定されるものではない。
【０１１８】
　実施例１
　下記の手順で銅多孔体を作製した。
　熱硬化性ポリウレタンの発泡体（気孔率：９５体積％、表面１インチ（＝２．５４ｃｍ
）長さ当たりの空孔（セル）数：約５０個、縦１００ｍｍ×横３０ｍｍ×厚み１．１ｍｍ
）を準備した。そして、発泡体の表面に、スパッタリングにより目付量５ｇ／ｃｍ2のＣ
ｕ被膜（導電性層）を形成した。
【０１１９】
　表面に導電性層を形成した発泡体をワークとして、硫酸銅メッキ浴中に浸漬して、陰極
電流密度２Ａ／ｄｍ2の直流電流を印加することにより、表面にＣｕ層を形成した。硫酸
銅メッキ浴は、２５０ｇ／Ｌの硫酸銅、５０ｇ／Ｌの硫酸、および３０ｇ／Ｌの塩化銅を
含み、温度は、３０℃であった。
【０１２０】
　表面にＣｕ層が形成された発泡体を、大気雰囲気下、７００℃で熱処理することにより
、発泡体を分解させ、次いで、水素雰囲気下で焼成することにより表面に形成された酸化
被膜を還元した。得られた多孔体を、さらに厚み方向に圧縮することにより、銅多孔体（
ａ１）を得た。
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【０１２１】
　得られた銅多孔体は、発泡体の空孔形状を反映した、空孔が互いに連通した三次元網目
状の多孔構造を有し、見かけ密度は、６５０ｍｇ／ｃｍ3であり、気孔率は９３体積％で
あり、平均空孔径は１５０μｍであり、ＢＥＴ法による比表面積（ＢＥＴ比表面積）は、
４００ｃｍ2／ｇであり、厚みは０．３ｍｍであった。また、銅多孔体の三次元網目状の
骨格は、発泡体の除去により形成された連通孔状の空洞を内部に有していた。
【０１２２】
　銅多孔体の一方の主面および厚み方向の断面の顕微鏡写真を撮影し、単位長さ当たりの
繊維部の本数ＦtおよびＦpを求め、比Ｆt／Ｆpを算出したところ、３．２であった。
　得られた銅多孔体の抵抗率を次のようにして測定した。１００ｇ／ｃｍ2の荷重で１ｃ
ｍ幅の試験片を端子に押さえつけながら四端子法にて抵抗を測定した。端子間の距離は３
．３ｃｍとした。
【０１２３】
　実施例２～５および比較例１～２
　熱硬化性ポリウレタンの発泡体の気孔率、セル数、乾燥物を圧縮する際の圧縮率を適宜
調整する以外は、実施例１と同様にして銅多孔体（ａ２）～（ａ５）および（ｂ１）～（
ｂ２）を作製し、抵抗率を測定した。
　実施例１～５および比較例１～２の銅多孔体の見かけ密度、気孔率、ならびに繊維部の
本数Ｆtおよび比Ｆt／Ｆpとともに、銅多孔体の抵抗率を表１に示す。なお、（ａ１）～
（ａ５）は実施例であり、（ｂ１）～（ｂ２）は比較例である。
【０１２４】

【表１】

【０１２５】
　表１から、比Ｆt／Ｆpが１．６以上である場合に、特に抵抗率が小さくなることが分か
る。抵抗率が小さくなる観点からは、比Ｆt／Ｆpが１．６よりも大きく（例えば、２．４
以上）であることがより好ましい。
【０１２６】
　実施例６～１１および比較例３～４
　実施例１～５および比較例１～２の銅多孔体を集電体に用いて、下記の手順でリチウム
イオンキャパシタを作製し、出力を評価した。
（１）正極の作製
　（ａ）正極集電体の作製
　発泡体を、黒鉛、カーボンブラック（平均粒径Ｄ50：０．５μｍ）、樹脂バインダ、浸
透剤、および消泡剤を含む導電性懸濁液の中に浸漬した後、乾燥することにより、発泡体
の表面に導電性層を形成した。なお、発泡体としては、実施例１の銅多孔体の作製で用い
たものと同じ熱硬化性ポリウレタンの発泡体を用いた。懸濁液中の黒鉛およびカーボンブ
ラックの含有量は合計で２５質量％であった。
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【０１２７】
　表面に導電性層を形成した発泡体を、溶融塩アルミニウムメッキ浴中に浸漬して、電流
密度３．６Ａ／ｄｍ2の直流電流を９０分間印加することにより、アルミニウム層を形成
した。なお、発泡体の見掛け面積当たりのアルミニウム層の質量は、１５０ｇ／ｍ2であ
った。溶融塩アルミニウムメッキ浴は、３３ｍｏｌ％の１－エチル－３－メチルイミダゾ
リウムクロライドおよび６７ｍｏｌ％の塩化アルミニウムを含み、温度は、４０℃であっ
た。
【０１２８】
　表面にアルミニウム層が形成された発泡体を、５００℃の塩化リチウム－塩化カリウム
共晶溶融塩中に浸漬し、－１Ｖの負電位を３０分間印加することにより、発泡体を分解さ
せた。得られたアルミニウム製の多孔体を、溶融塩から取り出して冷却し、水洗し、乾燥
させることにより、アルミニウム多孔体（正極集電体）を得た。
【０１２９】
　得られた正極集電体は、発泡体の空孔形状を反映した、空孔が互いに連通した三次元網
目状の多孔構造を有し、気孔率は９５体積％であり、平均空孔径は５００μｍであり、Ｂ
ＥＴ法による比表面積（ＢＥＴ比表面積）は、４００ｃｍ2／ｇであり、厚みは１ｍｍで
あった。また、アルミニウム多孔体の三次元網目状の骨格は、発泡体の除去により形成さ
れた連通孔状の空洞を内部に有していた。
【０１３０】
　（ｂ）正極の作製
　正極活物質として活性炭粉末（比表面積２３００ｍ2／ｇ、平均粒径約５μｍ）、導電
助剤としてアセチレンブラック、バインダとしてＰＶＤＦ（濃度１２質量％でＰＶＤＦを
含むＮＭＰ溶液）、および分散媒としてＮＭＰを、混合機にて混合、攪拌することにより
、正極合剤スラリーを調製した。スラリー中の各成分の質量比は、活性炭：アセチレンブ
ラック：ＰＶＤＦ＝８７：３：１０であった。
【０１３１】
　得られた正極合剤スラリーを、上記工程（ａ）で得られた正極集電体に、ダイコーター
を用いて充填し、１００℃にて３０分乾燥した。乾燥物を、一対のロールを用いて圧延し
、厚み６００μｍの正極を作製した。
【０１３２】
（２）負極の作製
　負極活物質としての人造黒鉛粉末と、導電助剤としてのアセチレンブラックと、バイン
ダとしてのＰＶＤＦと、分散媒としてのＮＭＰとを混合することにより、負極合剤スラリ
ーを調製した。黒鉛粉末と、アセチレンブラックと、ＰＶＤＦとの質量比は、９０：５：
５であった。
【０１３３】
　得られた負極合剤スラリーを、実施例１～５および比較例１～２の銅多孔体に、ダイコ
ーターを用いて充填し、１００℃にて３０分乾燥した。乾燥物を、一対のロールを用いて
圧延し、厚み１５０μｍの負極を作製した。
【０１３４】
（３）リチウム極の作製
　集電体としてのパンチング銅箔（厚み：２０μｍ、開口径：５０μｍ、開口率５０％、
２ｃｍ×２ｃｍ）の一方の表面に、リチウム箔（厚み：５０μｍ）を圧着することにより
、リチウム極を作製した。リチウム極の集電体の他方の表面には、ニッケル製のリードを
溶接した。
【０１３５】
（４）リチウムイオンキャパシタの作製
　上記（１）および（２）で得られた正極および負極を、それぞれ、１．５ｃｍ×１．５
ｃｍのサイズに切り出し、１辺に沿って幅０．５ｃｍの部分の合剤を取り除いて集電体露
出部を形成した。正極の集電体露出部には、アルミニウム製のリードを、負極集電体露出
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部には、ニッケル製のリードを、それぞれ溶接した。得られた正極および負極において、
合剤が存在する部分の面積は、いずれも、１．５ｃｍ2であった。
　なお、工程（１）および（２）では、プレドープ後の負極の充電可能な容量が、正極の
容量の約１．２倍以上となるように、正極合剤および負極合剤の充填量を調節した。
【０１３６】
　正極と負極との間に、セルロース製のセパレータ（厚み：６０μｍ）を介在させて正極
と負極とを積層することにより単セルの電極群を形成した。さらに、電極群の負極側に、
ポリオレフィン製のセパレータ（ポリエチレン微多孔膜とポリプロピレン微多孔膜との積
層体）を介在させて、リチウム極を配置し、得られた積層物を、アルミニウムラミネート
シートで作製されたセルケース内に収容した。
【０１３７】
　次いで、電解質をセルケース内に注入して、正極、負極およびセパレータに含浸させた
。電解質としては、エチレンカーボネートおよびジエチルカーボネートを体積比１：１で
含む混合溶媒に、リチウム塩としてＬｉＰＦ6を１．０ｍｏｌ／Ｌの濃度となるように溶
解させた溶液を用いた。最後に真空シーラーにて減圧しながらセルケースを封止した。
【０１３８】
　負極のリード線とリチウム極のリード線とを、セルケース外部で電源に接続し、０．２
ｍＡ／ｃｍ2の電流で、金属リチウムに対して０Ｖの電位まで充電して、負極活物質にリ
チウムをプレドープすることによりリチウムイオンキャパシタ（ａ１）を作製した。その
後、１．３ｍＡ／ｃｍ2の電流で１．７ｍＡｈ放電し、このときの容量（初期容量）を測
定した。リチウムイオンキャパシタの設計容量は、１．７ｍＡｈ程度とした。
【０１３９】
　得られたリチウムイオンキャパシタを用いて、下記の手順で放電容量を測定した。
　２．７ｍＡ／ｃｍ2の電流で、３．８Ｖまで充電し、１．３ｍＡ／ｃｍ2または３３．３
ｍＡ／ｃｍ2の電流で、電圧が２．２Ｖになるまで放電した。このときの放電容量（ｍＡ
ｈ）を求めた。１．３ｍＡ／ｃｍ2の電流で放電したときの放電容量を「放電容量Ａ」と
し、３３．３ｍＡ／ｃｍ2の電流で放電したときの放電容量を「放電容量Ｂ」とした。
　放電容量Ａに対する放電容量Ｂの比率（百分率）を指標として、リチウムイオンキャパ
シタの出力特性を評価した。
【０１４０】
　実施例および比較例の結果を表２に示す。なお、銅多孔体（ａ１）～（ａ５）を用いた
リチウムイオンキャパシタを、それぞれ、（Ａ１）～（Ａ５）とし、銅多孔体（ｂ１）～
（ｂ２）を用いたリチウムイオンキャパシタを、それぞれ、（Ｂ１）～（Ｂ２）とした。
【０１４１】
【表２】

【０１４２】
　表２に示されるように、銅多孔体（ａ１）～（ａ５）を用いたリチウムイオンキャパシ
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タ（Ａ１）～（Ａ５）は、銅多孔体（ｂ１）～（ｂ２）を用いたリチウムイオンキャパシ
タ（Ｂ１）～（Ｂ２）に比べて高い出力特性が得られた。
【産業上の利用可能性】
【０１４３】
　本発明の実施形態に係る銅多孔体は、フィルタ、各種担体または基材、蓄電デバイス用
の集電体など、様々な用途に利用できる。銅多孔体は、高い導電性を有するため、特に、
蓄電デバイスの集電体など、高い導電性が求められる用途において有用である。
【符号の説明】
【０１４４】
　１０１：銅多孔体のセル状空孔
　１０２：銅多孔体の繊維部
　１０２ａ：繊維部１０２内の空洞
　Ｗf：空洞１０２ａの幅
　１０３：セル状空孔間の開口
【０１４５】
　１：セパレータ
　２：正極
　２ａ：正極リード片
　３：負極
　３ａ：負極リード片
　７：ナット
　８：鍔部
　９：ワッシャ
　１０：ケース
　１２：容器本体
　１３：蓋体
　１４：外部正極端子
　１６：安全弁
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